
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

前年度末積立金（㋐） 時価ベース 1,444,462 71,145 200,478 20,562 1,736,648 89,668 31,926 1,858,241 

 総額 474,311 28,415 82,975 8,653 500,718 38,164 234,924 527,027 

保険料収入 309,442 12,340 32,735 4,207 358,723 13,964 ・ 372,687 
94,819 2,895 7,037 1,218 105,969 19,363 ・ 125,332 

[2,781] [105,855] [125,218]
追加費用 ・ 1,945 4,551 ・ 6,496 ・ ・ 6,496 

5,559 540 1,046 43 7,187 4,728 ・ ④ 11,914  
[531] [7,178] [ 11,905] 

実施機関拠出金収入 45,309 ・ ・ ・ ① ・ ・ ① 

厚生年金交付金 ・ 10,664 34,042 2,818 ② ・ ・ ② 

財政調整拠出金収入 ・ － 803 ・ ③ ・ ・ ③ 

職域等費用納付金 968 ・ ・ ・ 968 ・ ・ 968 

解散厚生年金基金等徴収金 16,153 ・ ・ ・ 16,153 ・ ・ 16,153 

基礎年金拠出金収入 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 234,874 ⑤ 234,874  

独立行政法人福祉医療機構納付金 1,888 ・ ・ ・ 1,888 104 ・ 1,992 

その他 174 30 2,761 368 3,334 5 50 3,389 

 総額 464,234 30,499 83,619 8,402 493,118 41,578 235,998 523,914 

給付費 236,669 13,280 38,066 2,757 290,772 5,541 224,089 520,403 
178,570 5,628 13,934 2,394 200,526 34,571 ・ ⑤ 235,096  

[5,406] [200,303] [ 234,874] 
実施機関保険給付費等交付金 47,524 ・ ・ ・ ② ・ ・ ② 

厚生年金拠出金 ・ 10,750 31,331 3,228 ① ・ ・ ① 

基礎年金相当給付費（基礎年金交付金） ・ ・ ・ ・ ・ ・ 11,905 ④ 11,905  

財政調整拠出金 ・ 803 － ・ ③ ・ ・ ③ 

その他 1,471 38 289 22 1,820 1,466 3 3,289 

10,078 △ 2,084 △ 644 251 7,600 △ 3,414 △ 1,074 3,113 

<△ 6,075> <△ 8,553> <△ 13,041>

運用損益（㋒） 時価ベース 94,401 3,626 13,744 1,405 113,176 5,892 15 119,084 

その他（㋓） 時価ベース 94 － － － 94 64 － 157 

年度末積立金（㋐＋㋑＋㋒＋㋓） 時価ベース 1,549,035 72,687 213,577 22,219 1,857,518 92,210 30,867 1,980,595 

年度末積立金の対前年度増減額 時価ベース 104,573 1,542 13,099 1,656 120,870 2,542 △ 1,059 122,353 

(注)1.この表（単年度収支状況）は、公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したものであり、以下のとおり作成している。
・収入（単年度）では、「運用損益」、国民年金（国民年金勘定）及び国民年金（基礎年金勘定）の「積立金より受入」を除いて算出
・支出（単年度）では、国共済及び地共済の「その他」を有価証券売却損等を除いて算出
・「運用損益を除いた単年度収支残」は、単年度の収入総額と支出総額の差として算出
・国共済、地共済及び私学共済については、厚生年金保険経理（私学共済は厚生年金勘定・厚生年金経理）を計上（ただし、国共済及び地共済の「基礎年金交付金」及び「給付費」には、経過的長期経理における基礎年金交付金を加えて算出）

    2.

    3.厚生年金勘定、厚生年金計及び公的年金制度全体の< >内の額は、解散厚生年金基金等徴収金を控除した額である。
    4.「その他（㋓）」に計上している額は、厚生年金勘定及び国民年金（国民年金勘定）の「業務勘定から積立金への繰入れ」である。
    5.厚生年金勘定、厚生年金計及び公的年金制度全体には、厚生年金基金が代行している部分を含まない。
    6.基礎年金拠出金収入及び国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。
    7.運用損益は、運用手数料控除後のものである。なお、国共済の時価ベースの額は、預託金について市場金利を参照して時価に類する評価をした場合の額である。
    8.

    9.国庫・公経済負担における[ ]内の額は、実際に国庫が国共済に負担した額及びそれに基づく厚生年金計、公的年金制度全体の額である。当該額と決算額との差額は、国共済の基礎年金拠出金に係る前々年度の精算額のうち国庫負担相当
額（115億円）である。なお、国共済、厚生年金計及び公的年金制度全体における収入総額は、国共済の決算に計上された額で算出している。

運用損益分を除いた単年度収支残（㋑）

厚生年金計は、厚生年金全体としての財政収支状況をとらえるため、厚生年金実施機関間でのやりとり（①～③）を収入・支出両面から除いている。また、公的年金制度全体は、同様に、①～③に加えて公的年金制度内でのやりとり
（④、⑤）を収入・支出両面から除いている。

基礎年金拠出金及び基礎年金交付金における[ ]内の額は、国共済が基礎年金勘定に拠出した・同勘定から交付された額及びそれに基づく厚生年金計、公的年金制度全体の額である。当該額と決算額との差額は国共済の基礎年金拠出金及
び基礎年金交付金に係る前々年度の精算額である。なお、国共済及び厚生年金計における収入総額は、国共済の決算に計上された額で算出している。また、平成29年度は決算に計上された額の合計額が公的年金制度全体の④及び⑤にお
いて収入・支出間で相殺されないため、上記差額分（基礎年金拠出金:222億円、基礎年金交付金:9億円）を公的年金制度全体における収入総額及び支出総額のそれぞれに含めている。
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公的年金の単年度収支状況（平成29年度）【年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもの】
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